
交付対象経費

1

低所得者支援給付
金・定額減税不足
額給付金【物価高
騰対策給付金】

R6_補正
低所得世帯
支援枠等

-

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　2,997世帯×30千円、子ども加算　123人
×20千円、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者　4,000人　
(160,000千円）　　のうちR7計画分
事務費　5,847千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　とし
て支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（2,997世帯）、定額減税を補足する給付（う
ち不足額給付）の対象者数（4,000人）

対象世帯に対して令和7年8月までに支給
を開始する

ホームページ
福祉課
税務課

1 R7.3 R8.3 148,717 148,717

2
学校給食費物価高
騰分軽減対策事業
補助金

R6_補正 推奨事業

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯

支援

①物価高騰に伴う食材料費の増加により、保護者負担の給食費では賄えないこ
とが予測される。保護者の経済的負担を増やすことなく、給食の量や質を維持
し、児童生徒に必要な栄養バランスを第一に考えた学校給食を提供することを
目的に、給食費の不足分を市において負担するもの。
②物価高騰に伴う食材料費の増加等による給食費の増額（保護者負担金による
収入見込額との不足額）相当額を、給食費の会計に対して給付する（負担金支
出）。
③給食における食材料費について、今後の物価高騰を考慮した年間支出見込
額と、現行の保護者負担額に基づく給食費の年間収入見込額との差額（不足
分）※教職員は除く。
　小学校(7校)：年間食材料費見込額(7校計)121,867千円－保護者負担金見込
額(7校計、延べ食数見込約35.6万食)106,745千円＝15,122千円
　中学校(6校)：年間食材料費見込額(6校計)77,247千円－保護者負担金見込額
(6校計、延べ食数見込約18.7万食)67,171千円＝10,076千円
　義務教育学校(2校)：年間食材料費見込額(2校計)8,673千円－保護者負担金
見込額(2校計、延べ食数見込約2.2万食)7,187千円＝1,486千円
④保護者等、及び市内の各小・中・義務教育学校の給食費会計

年度末の精算における給食費の増額件数
をゼロとする。

ホームページ 教育総務課 5 R7.4 R8.3 30,009 26,684

3
在宅要介護高齢者
福祉金（物価高騰
支援分）

R6_補正 推奨事業

①エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う低所得世
帯支援

①物価高騰が続く中、在宅で介護をしている介護者の経済的負担が重くなって
いることから、介護者の経済的軽減を図り、在宅生活の継続を支援するもの。
➁在宅で重度要介護者（要介護4，5）を介護をしている介護者に、物価高騰対策
として月5,000円を支援する。
③家族介護者支援金10,500千円
在宅で生活をする重度要介護者
要介護４　1,300月×5,000円（1人当たり　平均9ヵ月×140人分）
要介護５　800月×5,000円（1人当たり　平均8ヵ月×100人分）
※年度途中に要介護度の変更、施設入所等により対象者が増減するためこれま
での平均を1人当たりの月数としている。
④在宅で重度要介護者（要介護4，5）を介護をしている介護者

重度要介護高齢者が在宅生活を継続する
割合を現水準（20％）に保つ。

ホームページ
地域包括ケ

ア課
6 R7.4 R8.3 10,500 10,500

4
南砺市観光事業者
応援事業

R6_補正 推奨事業
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

①市内宿泊者及びレンタカーで訪問した観光客に向け、市内の宿泊施設、飲食
店、物産店等で使用できるクーポンを交付し観光客の市内消費額を拡大を図る
ことで、物価高騰等によるサービス等への価格転嫁が困難である観光事業者に
向けた支援を行うもの
➁宿泊者１名当たり及びレンタカー１台当たり2,000円の電子クーポン
を交付
③クーポン相当額42,000千円（2,000円×21,000枚）＋運営・事務費8,000千円
④
・クーポン交付対象者　市内宿泊者及びレンタカーで訪問した観光客
・クーポン利用先　市内宿泊施設、飲食店、土産物店

市内観光客の平均消費額の向上（交付金
事業実施前と下記数値R6年度との比較）
・宿泊客　11,116円（宿泊・交通費除く）
・日帰り　4,646円（交通費除く）

ホームページ
交流観光ま
ちづくり課

7 R7.8 R8.1 50,000 50,000

合計 239,226 235,901

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業　実施計画

Ｎｏ 事業名 国の予算年度 枠
推奨事業
内容

事業の概要（実施計画上）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③実施計画積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

成果目標（実施計画上） 実施状況の公表方法 担当課
実施
計画
Ｎｏ

事業
始期

事業
終期

総事業費
（計画時）
【千円】


